
 住民基本台帳法に基づく本人確認情報の利用及び提供に関する条例（平成 22 年三重県条例第 58 号）第 7 条の

規定に基づき、平成 24 年 4 月から平成 25 年 3 月までの間における本人確認情報の利用及び提供の状況を次のと

おり公表します。 

  平成 25 年 9 月 27 日 

1  住民基本台帳法第 30 条の 8 第 1 項第 1 号の規定に基づく利用（住民基本台帳法別表第 5 に掲げる事務） 

事 務 区 分 利用件数 

特定非営利活動促進法第 10 条第 1 項の認証、第 23 条第 2 項の届出又は第 34 条第 3 項の認証に関する事
務 

427 

恩給法による年金である給付の支給に関する事務 961 

消防法による危険物取扱者免状の交付、危険物取扱者試験の実施、消防設備士免状の交付又は消防設備士
試験の実施に関する事務 

28 

旅券法第 3 条第 1 項の発給、第 9条第 1 項の渡航先の追加、第 10 条第 1 項の記載事項の訂正、第 12 条第
1 項の査証欄の増補又は第 17 条第 1 項の届出に関する事務 

53,913 

家畜商法第 3 条第 1 項の免許又は第 5 条の登録に関する事務 7 

電気工事士法第 4条第 2 項の交付又は同条第 7 項の書換えに関する事務 254 

宅地建物取引業法による宅地建物取引業の免許又は宅地建物取引主任者資格の登録に関する事務 983 

不動産の鑑定評価に関する法律第 12 条の 2、第 17 条第 1 項、第 18 条若しくは第 19 条第 2 項の経由、第
22 条第 1 項若しくは第 3項の登録、第 23 条第 1 項の経由、第 26 条第 1 項の登録、同条第 2 項の経由、第
27 条第 1 項の登録又は同条第 3 項の経由に関する事務 

12 

計 56,585 

2  住民基本台帳法第 30 条の 8 第 1 項第 2 号の規定に基づく利用（住民基本台帳法に基づく本人確認情報の利用

及び提供に関する条例別表第 2 に掲げる事務） 

事 務 区 分 利用件数 

地方税法及び三重県県税条例に基づく県税（地方税法第 48 条第 1 項又は第 2 項の規定により徴収する個
人の市町民税、三重県産業廃棄物税条例第 3 条の規定により賦課徴収する産業廃棄物税及び地方法人特別
税等に関する暫定措置法第 10 条の規定により賦課徴収する地方法人特別税を含む。）の賦課又は徴収（当
該県税に係る延滞金、過少申告加算金、不申告加算金、重加算金及び滞納処分費の徴収を含む。）に関す
る事務 

26,444 

地方税法に基づく県税の犯則事件（地方法人特別税等に関する暫定措置法第 19 条の規定により法人の事
業税に関する犯則事件とみなされる地方法人特別税に関する犯則事件を含む。）の調査に関する事務 

1 

土地収用法第 3 条各号のいずれかに該当するものに関する事業又はこれらの事業に係る同法第 16 条に規
定する関連事業の用に供する土地の取得又は使用に関する事務 

294 

県吏員職員退職諸給与支給条例に基づく年金である給付の支給に関する事務 22 

三重県心身障害者扶養共済条例第 22 条第 5 項の規定による届出に関する事務 603 

計 27,364 

3  住民基本台帳法第 30 条の 7 第 3 項の規定に基づく提供（住民基本台帳法別表第 1 に掲げる事務） 

事 務 区 分 提供先 提供件数 

恩給法（他の法律において準用する場合を含む。）による年金である給付の支給に
関する事務 

総務省 46,802 
 

執行官法の一部を改正する法律附則第 3 条第 1 項の規定によりなお従前の例によ
り支給されることとされる同法による改正前の執行官法附則第13条の規定による
年金である給付の支給に関する事務 

総務省 16 

国会議員互助年金法を廃止する法律又は同法附則第 2 条第 1 項の規定によりなお
その効力を有することとされる旧国会議員互助年金法による年金である給付の支
給に関する事務 

総務省 42 

地方公務員等共済組合法又は地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行
法による年金である給付の支給に関する事務 

地方公務員共済組合
及び全国市町村職員
共済組合連合会 

303,101 

地方公務員等共済組合法の一部を改正する法律附則第 23 条第 1 項第 1 号又は第 2
号に規定する給付のうち年金である給付の支給に関する事務 

地方公務員等共済組
合法の一部を改正す
る法律附則第 23 条
第 1 項第 3 号に規定
する存続共済会 

6,904 

地方公務員災害補償法による公務上の災害若しくは通勤による災害に対する補償
又は福祉事業の実施に関する事務 

地方公務員災害補償
基金 

2 



電気通信事業法第 9条の登録、第 13 条第 4 項の届出、第 46 条第 3 項（第 72 条第
2 項において準用する場合を含む。）の交付、第 117 条第 1 項の認定又は第 122 条
第 5 項の届出に関する事務 

総務省 17 

電波法第 4 条の免許、第 8 条第 1 項の予備免許、第 24 条の 6 第 2 項（第 24 条の
13 第 2 項において準用する場合を含む。）の届出、第 27 条の 18 第 1 項の登録、第
37 条の検定、第 41 条第 1 項の免許又は第 48 条の 2 第 1 項の船舶局無線従事者証
明に関する事務 

総務省 415 

司法試験法による司法試験の実施に関する事務 法務省 81 

不動産登記法による不動産の表題登記（同法第 2条第 20 号に規定する表題登記を
いう。）、表題部所有者（同条第 10 号に規定する表題部所有者をいう。以下この欄
において同じ。）の氏名若しくは名称若しくは住所についての変更の登記若しくは
更正の登記、表題部所有者についての更正の登記、所有権の保存若しくは移転の
登記又は登記名義人の氏名若しくは名称若しくは住所についての変更の登記若し
くは更正の登記に関する事務 

法務省 134 

後見登記等に関する法律第 7 条又は第 8条の登記に関する事務 法務省 86 

国家公務員共済組合法又は国家公務員共済組合法の長期給付に関する施行法によ
る年金である給付の支給に関する事務 

国家公務員共済組合
連合会 

103,100 

旧令による共済組合等からの年金受給者のための特別措置法による年金である給
付の支給に関する事務 

国家公務員共済組合
連合会 

30 

厚生年金保険法等の一部を改正する法律附則第 32条第 2項第 1号又は第 3号に規
定する年金である給付（当該給付に相当するものとして支給されるものを含む。）
に係る権利の決定若しくは支給の停止の解除又は受給権者に係る届出に関する事
務 

厚生年金保険法等の
一部を改正する法律
附則第32条第2項に
規定する存続組合又
は附則第48条第1項
に規定する指定基金 

34,224 

私立学校教職員共済法による年金である給付の支給に関する事務 日本私立学校振興・
共済事業団 

24,949 

万国著作権条約の実施に伴う著作権法の特例に関する法律による同法第 5 条第 1
項の許可に関する事務 

文化庁 
 

1 

労働者災害補償保険法第 7 条第 1 項第 1 号の業務災害に関する保険給付若しくは
同項第 2号の通勤災害に関する保険給付の支給又は第 29条第 1項の社会復帰促進
等事業の実施に関する事務 

厚生労働省  
747 

健康保険法による全国健康保険協会が管掌する健康保険の被保険者に係る届出又
は同法第 126 条第 2 項の交付に関する事務 

厚生労働省及び日本
年金機構並びに全国
健康保険協会 

5,686 

船員保険法による被保険者に係る届出に関する事務 厚生労働省及び日本
年金機構並びに全国
健康保険協会 

13 

国民年金法等の一部を改正する法律附則第 87条第 2項の規定により厚生年金保険
の管掌者たる政府が支給するものとされた年金である給付に係る権利の裁定若し
くは支給の停止の解除又は受給権者に係る届出に関する事務 

厚生労働省及び日本
年金機構 

17,022 

厚生年金保険法による被保険者に係る届出、年金である給付に係る権利の裁定若
しくは支給の停止の解除又は受給権者に係る届出に関する事務 

厚生労働省及び日本
年金機構 

528,727 

厚生年金保険法等の一部を改正する法律附則第 16条第 3項又は第 7項の規定によ
り厚生年金保険の管掌者たる政府が支給するものとされた年金である給付に係る
権利の決定若しくは支給の停止の解除又は受給権者に係る届出に関する事務 

厚生労働省及び日本
年金機構 

30,356 

国民年金法による被保険者に係る届出、年金である給付に係る権利の裁定若しく
は支給の停止の解除又は受給権者に係る届出に関する事務 

厚生労働省及び日本
年金機構 

7,360,579 

厚生年金保険法第 159 条第 1 項若しくは第 2 項の規定による年金である給付若し
くは一時金の支給又は同条第 6 項の規定による第 130 条第 5 項の情報の収集、整
理若しくは分析に関する事務 

企業年金連合会 
 

480 

確定給付企業年金法第 93 条の 2第 1 項各号若しくは第 2項第 1号若しくは第 2号
に掲げる業務として行う年金である給付若しくは一時金の支給又は同項第 3 号に
掲げる業務として行う第 93 条の情報の収集、整理若しくは分析に関する事務 

企業年金連合会 2 

確定拠出年金法第 48 条の 3 の規定による第 48 条の 2 の情報の収集、整理又は分
析に関する事務 

企業年金連合会 6 

国民年金法第 137条の 15第 1項の規定による年金である給付若しくは一時金の支
給又は同条第 2 項第 2 号に掲げる業務として行う第 128 条第 5 項の情報の収集、
整理若しくは分析に関する事務 

国民年金基金連合会 
 

31,680 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律第 厚生労働省 1,502 



13 条第 3 項の一時金の支給に関する事務  

戦傷病者戦没者遺族等援護法による年金である給付の支給に関する事務 厚生労働省     1 

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁
業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律による年金である給付の支給に関す
る事務 

農林漁業団体職員共
済組合 
 

46,009 

建設業法による技術検定の実施に関する事務 国土交通省又は建設
業法第 27 条の 2第 1
項に規定する指定試
験機関 

595 

建設業法による監理技術者資格者証の交付に関する事務 国土交通省又は建設
業法第 27 条の 19 第
1 項に規定する指定
資格者証交付機関 

2,043 

宅地建物取引業法による宅地建物取引業の免許に関する事務 国土交通省 5 

マンションの管理の適正化の推進に関する法律第 44条第 1項若しくは第 3項又は
第 59 条第 1 項の登録に関する事務 

国土交通省 
 

1 

航空法第 5 条の新規登録、第 7 条の変更登録、第 7 条の 2 の移転登録、第 8 条の
抹消登録、第 22 条の航空従事者技能証明、第 31 条第 1 項の航空身体検査証明又
は第 35 条第 1 項第 1 号の許可に関する事務 

国土交通省 1 

気象業務法第 17 条第 1 項の許可又は第 24 条の 20 の登録に関する事務 気象庁 2 

石綿による健康被害の救済に関する法律第 3 条の救済給付の支給又は第 4 条第 1
項若しくは第 22 条第 1 項の認定に関する事務 

独立行政法人環境再
生保全機構 

84 

計 8,545,445 

4  住民基本台帳法第 30 条の 7 第 4 項第 1 号の規定に基づく提供（住民基本台帳法別表第 2 に掲げる事務） 

事 務 区 分 提供先 提供件数 

同一都道府県の区域内の他の市町村の区域内に住所を移した選挙人が従前の市町
村において当該都道府県の議会の議員又は長の選挙の投票をする場合において公
職選挙法第 44条第 3項の規定により提示することとされている文書の交付に関す
る事務 

市町村長 
 

1 

計  1 

5  住民基本台帳法第 30 条の 7 第 5 項第 1 号の規定に基づく提供（住民基本台帳法別表第 3 に掲げる事務） 

事 務 区 分 提供先 提供件数 

特定非営利活動促進法第 10 条第 1 項の認証、第 23 条第 2 項の届出又は第 34 条第
3 項の認証に関する事務 

都道府県知事 5 

恩給法（他の法律において準用する場合を含む。）による年金である給付の支給に
関する事務 

都道府県知事 229 

消防法による危険物取扱者免状の交付、危険物取扱者試験の実施、消防設備士免
状の交付又は消防設備士試験の実施に関する事務 

都道府県知事 1 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第 24 条第 1 項の医療特別手当、第 25
条第 1 項の特別手当、第 26 条第 1 項の原子爆弾小頭症手当、第 27 条第 1 項の健
康管理手当、第 28 条第 1 項の保健手当、第 31 条の介護手当又は第 32 条の葬祭料
の支給に関する事務 

広島市又は長崎市の
長 
 

8 

電気工事士法第 4条第 2 項の交付又は同条第 7 項の書換えに関する事務 都道府県知事 6 

建設業法による建設業の許可に関する事務 都道府県知事 1 

浄化槽法による浄化槽工事業の登録に関する事務 都道府県知事 2 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 21 条第 1 項の登録又は第 25 条
第 1 項の届出に関する事務 

都道府県知事 2 

宅地建物取引業法による宅地建物取引業の免許又は宅地建物取引主任者資格の登
録に関する事務 

都道府県知事 3 

公営住宅法第 16 条第 1 項の家賃の決定又は第 23 条の入居者資格の確認に関する
事務 

都道府県知事 1 

公害健康被害の補償等に関する法律第3条第1項の補償給付の支給又は第4条第1
項若しくは第 2 項の認定に関する事務 

都道府県知事 1 

計 259 



6  住民基本台帳法第 30 条の 7 第 6 項第 1 号の規定に基づく提供（住民基本台帳法別表第 4 に掲げる事務） 

事 務 区 分 提供先 提供件数 

同一都道府県の区域内の他の市町村の区域内に住所を移した選挙人が従前の市町
村において当該都道府県の議会の議員又は長の選挙の投票をする場合において公
職選挙法第 44条第 3項の規定により提示することとされている文書の交付に関す
る事務 

市町村長 1 

計 1 

7  住民基本台帳法第 30 条の 8 第 2 項の規定に基づく提供（住民基本台帳法に基づく本人確認情報の利用及び提

供に関する条例別表第 3 に掲げる事務） 

事 務 区 分 提供先 提供件数 

三重県高等学校等修学奨学金の貸与に関する規則に基づく修学奨学金の貸与に係
る債権の回収に関する事務 

教育委員会 6,150 

地方自治法第 242 条第 1 項の規定による監査に関する事務 監査委員 2 

計 6,152 

8  住民基本台帳法第 30 条の 7 第 4 項第 3 号等の規定に基づく提供 

事 務 区 分 提供先 提供件数 

市町村長等から住民基本台帳に関する事務の処理に関し求めがあったとき 市町村長等 9,593 

計 9,593 

 


